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福島再生加速化交付金（第２９回）《原子力災害情報発信等 

拠点施設整備第１回》の交付可能額通知について 

 

「福島再生加速化交付金（原子力災害情報発信等拠点施設整備）」に

ついて、本日、以下のとおり交付可能額を通知します。 

 

１．交付可能額について 
  
 今回配分額 事業費 ３３０百万円、国費 ２２０百万円 
  （注）計数は精査の結果、今後変動があり得ます。 

 

２．交付対象事業 
 

  福島県が実施する原子力災害情報発信等拠点施設（アーカイブ拠点

施設）整備に係る費用の支援を行う。 

 

 
  
 

 
《別紙資料》 

・別紙１：福島再生加速化交付金（第 29 回）≪原子力災害情報発信等拠点施設整備（第１回）≫自治体別交付可能額 

・別紙２：福島再生加速化交付金（原子力災害情報発信等拠点施設整備）事業概要 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 記 者 発 表 資 料   

平成２９年３月３１日 

復 興 庁 

本件連絡先 

復興庁原子力災害復興班  

遠藤、大金、山中 

電話：０３－６３２８－０２４２ 
 



 【別紙１】 

 

 

 

福島再生加速化交付金（第２９回）≪原子力災害情報発信等拠点施

設整備（第１回）≫市町村別交付可能額 

 

 

（単位：百万円） 

県及び市町村名 事業費 交付可能額【国費】 
福  島  県 ３３０ ２２０ 

計 ３３０ ２２０ 
注）計数は精査の結果、今後変動があり得ます。 

   

 



○ 東日本大震災及び原子力災害は、人類がこれ
までに経験したことのない未曽有の複合災害で
あり、災害の実態と復興への取り組みを正しく
伝え、教訓として国を超え世代を超え継承・共
有していくことは重要である。

○ そのため、本事業では、福島県が行う原子力
災害に係る情報発信等拠点施設（アーカイブ拠
点施設）の整備に対して支援を行い、資料展示
や関連調査、研修等の実施を通じ、福島の経験
や教訓等を国内外に発信することを目的とする。

（経緯）
・平成28年８月、福島県において、建設予定地を双葉町

中野地区とすることを決定。
・平成29年３月、福島県において、「東日本大震災・原

子力災害アーカイブ拠点施設基本構想」を策定。
・平成29年度より、拠点施設の整備に向けた事業に着手。

福島再生加速化交付金（原子力災害情報発信等拠点施設整備）事業概要

事業概要・目的 事業イメージ・交付対象事業

資金の流れ
○ 原子力災害情報発信等拠点施設（アーカイブ拠点施

設）の整備を支援することにより、原子力災害の実態
と復興への取り組みを正しく伝え、原子力災害からの
復興・再生を加速化させる効果が期待できる。

期待される効果

（１）対象地域・団体
福島県

（２）交付対象事業
①基幹事業
原子力災害情報発信等拠点施設整備事業

②効果促進事業
「基幹事業」と一体となって効果を増大させる事業

（基幹事業の事業費の35％を上限とする。）
（３）交付額

交付対象経費に２／３を乗じて得られる額

復興庁 福島県

福島県が行う原子力災害情報発信等拠点施設の整備に対し
て支援を行い、資料展示や関連調査、研修等の実施を通じ、
福島の経験や教訓等を国内外に発信する事業

【別紙２】

【事業イメージ】

事故の発生と避難指示 映像資料のイメージ
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